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所 管 事 務 調 査 報 告 

 

 平成３０年 ６ 月２６日 

                   薩摩川内市議会企画経済委員会    

                   委員長  下 園 政 喜 

１ 調査事項 

⑴ 観光振興・シティセールスについて  

⑵ 農林水産業振興について  

⑶ 定住施策について 

⑷ ６次産業化について 

２ 調査先 

  山口県長門市、島根県江津市、桜江町桑茶生産組合（島根県江津市）  

３ 調査日 

  ５月１６日から１８日まで（３日間） 

４ 出席委員 

  下園委員長、落口副委員長、川畑委員、石野田委員、今塩屋委員、中島委員 

５ 調査目的 

  宿泊者が減少する温泉街を再生する取組のほか、農業従事者の減少が進む中 

 での農地集積化及び地域資源を活用した６次産業化の状況、また、地域課題の  

解決や雇用の場を創出するための人材を募集する取組について調査し、本市に 

おける今後の施策展開の課題等を調査する。 

６ 調査概要 

 ⑴ 長門湯本温泉観光まちづくり計画による取組について（山口県長門市） 

   長門市では、昭和５８年に３９万人あった長門湯本温泉の宿泊者が、平成 

２６年には１８万人まで減少する中、老舗ホテルが廃業するなど温泉街が危 

機的な状況にあったため、平成２８年８月に「長門湯本温泉観光まちづくり  

計画」を策定し、温泉街の再生に向けた取組を進めることとした。 

   同計画では、平成３３年度の全体完成を目指し、官民合わせて約２１億円 

  の事業費を投じ、国道や駐車場から温泉街へ導く竹林の階段や河川敷に宿泊 

  者が集う親水広場など非日常的な空間を整備する予定で、年間宿泊者数３３ 

  万人、経済波及効果２００億円を見込んでいること、また、全国でホテル経 

  営などを行っている星野リゾートに策定を委託したマスタープランを基礎に 

  策定しており、同社は、地元旅館業組合が国の補助を受けて解体した老舗ホ 

  テルの跡地に高級宿泊施設を開業する予定であるとのことであった。  

⑵ 一市一農場の推進について（山口県長門市） 

   長門市では、農業従事者の減少が進む中、平成２６年度から、市全体を一

つの農場として捉え、担い手に農地を集積し、地域農業の持続的発展を目指

す「一市一農場」の取組を推進している。 

集積率の目標を８０％と定め、担当部署にコーディネーターを配置し、地 
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域の農地集積バンク推進員と連携して農家の経営意向と地域の意見を把握し 

ながら、農地中間管理事業を活用して農地の集積化を進めており、また、モ 

デル地区を設定して、農地を１ｈａ規模にする大区画化も行っている。 

   これまでの取組の結果、平成２９年度、耕作可能面積２，５１０ｈａに対 

し、担い手が利用する面積が１，００６ｈａの集積率４０％となった。 

   今後、更に集積率を上げるため、担い手となる組織の設立を推進しており、 

現在、農業生産法人が、平成２５年度比で１０団体増の３５団体が設立され  

ているとのことであった。 

⑶ ビジネスプランコンテストの取組について（島根県江津市） 

江津市では、リーマンショック以降、Ｕ・Ｉターン者へ仕事を紹介するこ 

とが難しい状況にあったことから、地域課題の解決を目指すソーシャルビジ 

ネス等を創業し、雇用の場を創出できる人材を募集するため、定住施策の一 

つとして、平成２２年度からビジネスプランコンテストを実施している。  

同コンテストでは、書類審査を通過した者が勉強会を通してプランを磨き  

上げ、公開プレゼンテーションに参加することとなっており、最終的に大賞 

者を一人選出している。大賞受賞者と書類審査通過者が同市内で創業してお 

り、その件数は１８件で、地元産品や空き家を活用したカフェ・レストラン  

のほか、地ビールの製造や古民家等のリノベーションなど様々である。 

なお、大賞受賞者には１００万円の賞金があり、創業した場合には同市か 

ら補助金の交付や地元信用金庫から無担保で創業支援資金の融資を受けるこ 

とができる。また、ＮＰＯ法人を設立して相談体制も確保しており、現在ま 

で廃業した事例はなく、３２人の雇用と３億円を超える売上げとなっている。 

このようなコンテストの実施や他の定住施策により、平成２７年国勢調査  

は、目標推計人口を２８４人上回る結果となっているとのことであった。 

⑷ ６次産業化の取組について（桜江町桑茶生産組合） 

   江津市桜江町では、農業従事者が減少する中、遊休桑畑を抜根整地してい 

  た。しかし、平成８年、田舎暮らしをするため移住してきた元会社経営者が 

遊休桑畑の活用を図るため、地元自治体の支援も受けながら、地域住民とと 

もに、桑茶生産を始めることとなった。これを契機に設立されたのが、農業  

生産法人である有限会社桜江町桑茶生産組合である。 

   現在では、他に二つの法人を設立して、全体でパート労働者を含む約６０ 

人の従業員を雇用しながら４０ｈａの桑畑を有機栽培で管理している。また、 

桑茶が漢方薬として飲まれてきたことを踏まえ、地元大学と桑の葉の成分に 

関する研究を行いながら健康食品として売り出すとともに、桑の葉や実を加 

工してサプリメントやジャムなども商品化している。 

 このような取組の結果、グループ内の販売会社の売上げは４億円に達して 

いるとのことであった。 

７ 所感 

⑴ 温泉街の再生のため、観光振興に豊富な知見を有する企業と協力している 



 - 3 - 

長門市の取組は、本市の温泉街の活性化を図る上で、参考となる事例である。  

⑵ 耕作放棄地が増える中、本市でも農地の集積化を進めなければならないが、 

長門市と同様、担い手となる組織の設立についても推進する必要がある。  

⑶ 地域課題を解決し、地域活力を生み出すため、知識・経験及び意欲のある

人材を、本市でも更に受け入れる必要があり、江津市の取組は参考となる事

例である。 

 ⑷ 桜江町桑茶生産組合は研究開発に努めているが、本市でも、魅力ある商品  

を展開するために、このような取組を支援する必要がある。  


